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第 ２ 章  重 点 的 な 取 組 と 課 題 別 事 業 計 画  

１  重 点 的 な 取 組  

障害者アンケートや関係者等のご意見やご要望、社会状況の変化等により、計画

策定にあたっての課題を整理し、障害保健福祉の理念を実現するため、以下の８項

目を重点的な取組として取り上げ、課題別事業計画を積極的に進めてその達成に努

めます。 

 

（ １ ） 相 談 支 援 の 充 実  

障害者アンケートでは、障害者が地域で自立して生活を送るために重要な取り組

みとして、「相談窓口や情報提供の充実」に最も多くの回答がありました。また、

さまざまな障害の特性に応じた相談体制に関する要望や地域自立支援協議会への

期待が寄せられました。今後、支給決定のプロセスが見直され、障害をもつ人の意

思決定の支援に配慮した相談支援体制の充実が求められています。 

各種の相談に総合的に応ずることができるように、関係機関相互の有機的連携の

下に必要な相談支援体制の整備を図るとともに、地域自立支援協議会の活性化に努

めます。また、障害をもつ人への情報提供についても、より充実を図ります。 

 

（ ２ ） 障 害 児 支 援 の 充 実  

障害児支援の強化を図るため、障害者自立支援法及び児童福祉法の改正により、

障害者自立支援法に位置づけられていた児童デイサービスは、児童福祉法による障

害児通所支援の 1 つとして実施されることとなり、今後、更なる充実が求められて

います。 

また、早期発見・早期医療、乳幼児期、就学・学齢期、卒業後の支援、成人期の

地域生活まで、可能な限りその身近な地域で療育その他これに関連する支援が受け

られよう、各ライフステージに応じた支援の充実を図ります。 
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（ ３ ） ＊ 権 利 擁 護 の 推 進  

成年後見制度は、制度の発足からおよそ 10 年が経過していますが、なかなかそ

の普及が進んでいない実態があります。また、判断能力が不十分な障害をもつ人が、

安心して自立した生活を送るために適切なサービスが選択できるとともに、財産や

権利が守られなければなりません。 

平成 24 年 10 月の障害者虐待防止法の施行に伴い、障害をもつ人の権利を守り、

安心して生活するために、障害をもつ人に対する虐待の通報窓口の整備、予防防止

啓発、関係機関との連携を図るなど、障害者の虐待防止体制の整備を推進していく

必要があります。 

 

（ ４ ） ニ ー ズ に 応 じ た サ ー ビ ス 提 供 と 社 会 参 加 促 進     

地域生活やニーズの多様化に伴い、きめ細やかなメニューや質の向上が求められ

ています。障害をもつ人や介護者の高齢化、障害の重度化を踏まえて、障害をもっ

ていても、生涯にわたって地域で安心して住み続けられる生活の実現を目指し、ホ

ームヘルプサービスをはじめとする在宅福祉サービスやグループホームなどの住

まいを確保して地域自立生活を支援するサービスの充実に努めます。 

また、社会参加のための障害特性に配慮したコミュニケーションや移動等に関す

るサービスの提供の充実も図ります。 

 

（ ５ ） 就 労 支 援 の 充 実   

障害をもつ人の一般就労は着実に進んでいますが、障害の種別により就労形態や

収入が大きく異なっているのが現状です。特に知的障害、精神障害をもつ人が一定

の収入を得られるような就労を支援していくことが必要です。   

また、就労意欲のある障害をもつ人が、その適性と能力に応じて就労できるよう、

多様な就労の場の整備に努めます。 
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（ ６ ） ユ ニ バ ー サ ル デ ザ イ ン に 配 慮 し た 福 祉 の ま ち づ く り の 推 進  

歩道上の放置自転車や違反広告物、交通ルールを無視した自転車の通行など歩行

環境の改善に対する要望や、道路、病院、店舗などのバリアフリー化の推進、外出

時に安心して利用できるトイレの設置や施設への案内表示の整備など多くの要望

があります。 

障害をもつ人、子ども、高齢者など、だれもが安心して自由に活動できるまちを

目指して、ユニバーサルデザインに配慮した福祉のまちづくりを推進します。 

放置自転車対策、違反広告物、商品など路上はみだしの防止対策、公共施設のバ

リアフリー化、わかりやすい案内表示の実施に加え、公共交通事業者へ移動手段の

整備・充実を働きかけるなど、人に優しい環境整備を図ります。 

 

（ ７ ） 心 の バ リ ア フ リ ー の 推 進     

アンケート調査において、障害に対する区民の理解度が高くないことからも、地

域の中での障害に対する理解があまり進んでいないことが読み取れます。 

多くの人々が、学校、地域、家庭における福祉教育やボランティア学習や障害を

もつ人とともに行動することにより、障害をもつ人の行動や生活への理解を深める

ことで、障害をもつ人の理解を深め、心のバリアフリーを推進します。また、障害

をもつ人が一区民として活躍できる地域づくりを目指します。 

 

（ ８ ） 災 害 時 要 援 護 者 へ の 支 援     

平成 23 年 3 月に起きた東日本大震災では、災害時における障害をもつ人の避難

の難しさや避難所での支援体制の不備など、大きな課題を示しています。 

アンケート調査からも、災害時に一人では避難できない人が３割近くおり、半数

近い人が近所に助けてくれる人がいない状況にありました。また、避難所への誘導

や障害をもつ人に配慮した避難所運営を課題としてあげており、災害時や非常事態

における要援護者の対策のさらなる充実が求められています。 

東日本大震災の教訓などを踏まえながら、災害時や緊急時における避難体制の充

実や、公的機関や施設における防災対策マニュアル、障害をもつ人への防災行動マ

ニュアルなどを整備し、障害の特性に合ったきめ細かな防災対策を図ります。 

また、障害をもつ人が避難所で障害特性に合った配慮を受けられるように、避難

所運営なども検討していきます。 
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２  施 策 の 体 系  

 

Ⅰ  日常生活、社会生活をサポートする仕組みづくり（Ｐ19） 

１ 相談・サービス提供体制の整備（Ｐ19） 

身近な地域における相談・サービス提供体制の整備 

１心身障害者センターあいアイ館の充実 

２障害者に関する各種専門相談の充実 

３精神障害者に係る保健医療相談 

４身体障害者相談員・知的障害者相談員の活動援助 

5 障害者手帳の交付 

6 地域活動支援センターの整備・運営 

7 地域活動支援センターでの相談業務の充実 

8 高次脳機能障害者支援の促進 

9 消費者被害の防止 

10 相談支援の提供体制の整備 

11 地域自立支援協議会の充実 

12 関係機関のネットワークづくり 

13 地域移行・地域定着の推進 

権利擁護システムの推進 

14 保健福祉サービス苦情調整委員制度の充実 

15 第三者評価制度の推進 

16 権利擁護センター・日常生活自立支援事業の活用 

17 成年後見制度の利用促進 

18 サービス提供事業者としての苦情解決制度の充実 

19 業務管理体制の整備 

  ２ 保健・医療サービスの整備・充実（Ｐ23） 

早期発見・早期療育の推進、障害児支援の充実 

20 母子保健の知識の普及・啓発 

21 妊産婦等の訪問指導 

22 妊産婦・乳幼児健康診査 

23 乳幼児療育通所施設の充実  

24 障害児の療育相談の充実 

25 障害児の通所支援（児童発達支援事業）の充実 
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保健・医療体制の整備 

26 障害者歯科診療体制の充実 

27 医師会・歯科医師会・薬剤師会等との連携の強化 

28 訪問看護事業の支援 

29 在宅難病患者等保健医療事業の推進 

医療助成制度の充実 

30 各種医療の給付及び医療費の助成 

リハビリテーションの実施 

31 リハビリテーション関連事業 

３ 自立のための経済的支援（Ｐ26） 

所得保障の充実 

32 各種手当・年金の充実 

33 各種給付・助成事業の充実 

４ 情報提供の推進（Ｐ27） 

障害をもつ人にあわせた情報提供サービスの充実 

3４点訳・音訳サービスの拡充 

35 障害特性に応じた情報提供の促進 

36 手話通訳者派遣事業の充実 

37 新たな情報通信技術の導入と活用 

38 投票における障害者対策の充実 

５ 虐待防止体制の整備（Ｐ28） 

39 虐待防止の通報・相談窓口の整備 

40 虐待防止に向けた意識啓発 

41 虐待防止関係機関のネットワークづくり 

42 虐待防止マニュアル等の作成 

 

Ⅱ 自立支援のためのサービス促進（Ｐ29） 

１ 地域での自立生活、社会参加を支える支援（Ｐ29） 

生活支援、介護サービスの充実 

43 障害者居宅介護事業の提供 

44 難病患者等ホームヘルパー派遣事業の実施 

45 心身障害者緊急介護人の派遣 

46 短期入所事業の拡充 

47 入浴サービスの充実 

48 食事サービスの充実 
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日中活動系サービスの充実 

49 中途デイ事業の充実 

50 機能訓練事業の実施 

51 重度生活介護の実施 

52 精神障害者のデイケアの実施 

移動に関わる支援 

53 障害者移動支援事業の推進 

54 重度視覚障害者の移動支援  

55 タクシー利用の援助 

56 自動車燃料費の助成 

57 自動車運転教習料の助成 

58 自動車改造費の助成 

59 リフト付きタクシーの運行 

福祉用具の利用支援 

60 補装具の交付と修理 

61 日常生活用具等の給付 

62 難病患者等への日常生活用具の給付 

63 福祉機器センター機能の充実 

２ 就労の促進（Ｐ33） 

多様な就労の場の確保 

64 福祉工房の運営 

65 就労移行支援事業への支援 

66 就労継続サービス事業所への援助 

一般就労の促進 

67 障害者の区職員採用促進 

68 就労支援事業の充実 

69 精神障害者への社会適応支援 

70 就労支援事業者連絡会の開催 

工賃向上の取り組み 

71 福祉の店の運営 

３ 多様な活動の場の整備（Ｐ35） 

通所施設の確保 

72 多機能型施設の運営 

73 生活介護施設の運営・援助 

74 障害者通所施設の確保 
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４ 学校教育・保育の充実（Ｐ35） 

幼児教育・保育の充実 

75 幼稚園での障害児受入れ 

76 保育所での障害児受入れ 

77 学童保育クラブでの障害児受入れ 

特別支援教育の推進 

78 就学相談の実施 

79 特別支援学級の整備・充実 

80 教職員への助言・支援 

81 特別支援教育指導員の配置 

82 教育相談の実施 

５ 学習・文化・スポーツ活動等の支援（Ｐ38） 

学習条件の整備 

83 学習機会の条件整備 

84 学習情報の提供 

芸術・文化活動等の促進 

85 ともに学ぶ団体の自主活動の援助 

86 図書館における障害者サービスの充実 

87 障害をもつ人のための学習機会の充実 

スポーツ・レクリエーションの推進 

88 障害者スポーツの推進 

89 児童の放課後等活動の促進 

 

Ⅲ ともに暮らすまちづくりの実現（Ｐ41） 

１ ユニバーサルデザインに配慮した福祉のまちづくりの推進（Ｐ41） 

公共施設の整備によるユニバーサルデザインの推進 

90 ユニバーサルデザインの普及・啓発 

91 区立施設の福祉環境整備 

92 民間建築物等の整備促進 

93 福祉施設の充実 

歩行環境の整備によるユニバーサルデザインの推進 

94 歩道の設置・改良 

95 視覚障害者誘導用ブロックの設置・保全 

96 放置自転車対策の推進 

97 不法占用物件の是正指導・取締 

公共交通機関等の整備によるユニバーサルデザインの推進 

98 駅舎等の改善・公共交通車両の改善促進 

99 交通バリアフリー推進基本構想の推進 
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２ 心のバリアフリーの推進（Ｐ43） 

障害に対する理解の促進 

100 障害理解の促進、意識啓発 

101 町会・住区住民会議・企業・民生児童委員等への働きかけ 

102 職員研修の充実強化 

103 区立施設に従事者に対する障害理解の促進  

広報・広聴活動の充実 

104 区広報の活用 

105 報道機関を活用した情報の提供 

106 啓発パンフレットの作成 

107 施設見学会の実施 

108 障害者団体と区長との懇談会の開催 

109 障害者関係団体連絡打合会の開催 

障害をもつ人を理解するための学習機会の充実 

110 施設での福祉学習の実施 

111 精神保健講演会の開催 

福祉教育の推進 

112 教員研修の充実 

113 福祉教育の充実 

114 交流教育の推進 

交流機会の充実 

115 障害者週間記念事業の実施 

116 福祉施設・関係団体間の交流の促進 

117 地域における交流機会の促進 

３ 地域における支え合い（Ｐ47） 

人材の養成・確保 

118 保健福祉従事者の確保 

119 介護従事者の養成支援 

120 手話通訳者・要約筆記者の養成 

121 移動支援・コミュニケーション支援体制の整備 

122 地域の見守り・支え合いの仕組みづくり 

ボランティア活動の推進 

123 ボランティアの育成 

124 ボランティア活動について学ぶ機会の充実 

125 ボランティア活動体験の機会提供 

126 障害者・障害者団体によるボランティア活動の推進 
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４ 地域における安定した住まいの確保（Ｐ49） 

住宅の整備・改善 

127 障害者向け住宅の確保 

128 公募における抽選の優遇 

129 住宅設備改善費給付事業の拡充 

グループホーム・ケアホーム等の充実 

130 グループホーム・ケアホームの整備 

131 グループホーム・ケアホームへの援助 

132 グループホーム・ケアホーム入居者の支援 

133 身体・知的障害者入所施設の確保 

134 重度障害者のための施設の運営 

居住継続の支援 

135 住宅あっせん制度の実施 

136 家賃助成による支援 

137 居住保証及び支援制度の実施 

 ５ 災害時要援護者の支援（Ｐ51） 

緊急時通報体制の整備 

138 緊急通報システムの実施 

139 緊急通報用ファックスの活用 

救助・救援体制の整備 

140 災害時要援護者の安全対策に係る検討会の設置 

141 啓発・広報活動の実施 

142 防災関連機関との連携強化 

143 障害別防災マニュアルの整備 

144 福祉避難所の整備促進 

145 福祉施設における避難所機能の整備 
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３  課 題 別 事 業 計 画  

Ⅰ  日 常 生 活 、 社 会 生 活 を サ ポ ー ト す る 仕 組 み づ く り  

障害をもつ人やその家族等が身近な地域で相談することができるように、相談支

援体制の充実を図り、保健・医療・福祉に関するサービスを受けることができるよ

うに支援します。 

また、成年後見制度の利用や虐待に対する窓口の設置など、権利擁護等の体制を

整備します。 
 

１  相 談 ・ サ ー ビ ス 提 供 体 制 の 整 備  

障害の程度や状態にかかわらず、障害をもつ人が地域で安心して生活ができるよ

う相談支援体制等を整備します。 
 

☆身近な地域における相談・サービス提供体制の整備 

 ※ 各事業の担当課は、平成２４年４月１日 現在で記載しています。 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（１）心身障害者セン

ターあいアイ館の

充実 

 

（障害福祉課） 

心身障害者センターあいアイ

館で、乳幼児から高齢者までの

障害に関わる相談やデイサービ

ス事業等、障害保健福祉の需要

に対して総合的なサービスを提

供する。 

各種相談やデイサービス事業等の

運営を行った。また、医療的ケアの

受け入れ体制に向けた検討を行っ

た。 

充実 

相談支援

事業 

（２） 障害者に関する

各種専門相談の充

実 

 

（障害福祉課） 

心身障害者センターあいアイ

館で、障害に応じた専門相談（機

能訓練相談・福祉機器相談・乳

幼児の療育）を実施する。また、

身体障害者福祉司、知的障害者

福祉司による各種相談、在宅指

導を行う。 

１ 心身障害者センターあいアイ館 

専門相談 延べ 238 件 

２ 身体障害者福祉司  

相談件数 延べ 6,034 件 

３ 知的障害者福祉司 

相談件数 延べ 2,179 件  

充実 

相談支援

事業 

（３）精神障害者に係

る保健医療相談 

 

（保健予防課・碑文谷保健

センター） 

精神障害をもつ人や家族、近

隣住民からの精神保健に関する

相談支援を行う。 

１ 精神保健相談 

専門医   延べ 74 件 

保健師 延べ 3,659 件 

２ 依存症家族問題 12 回 126 人 

３ ひきこもり相談 8 回 31 人 

４ 家族会 13 回 115 人 

継続 

相談支援

事業 

白抜き文字 計画目標の欄に表示した、白抜き文字は、 

 障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス及び地域生活支援事業名です。 
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事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（４）身体障害者相

談員・知的障害

者相談員の活動

援助 

 

（障害福祉課） 

身体障害をもつ人、知的障害をも

つ人の更生援護等に関する相談に応

じ、サービス利用等に向けての支援

を行う。 

１ 身体障害者相談員 5 人 

２ 知的障害者相談員 9 人 
継続 

（５）障害者手帳の

交付 

 

（障害福祉課・保健

予防課・碑文谷保健セ

ンター） 

障害をもつ人が各種の福祉サービ

ス等を受けやすくするとともに、社

会復帰、自立及び社会参加の促進を

図ることを目的に必要な手帳を交付

する。 

１ 身体障害者手帳交付数 

 （7 月末時点） 5,985 人 

２ 愛の手帳交付者数  

（７月末時点）  965 人 

３ 精神障害者保健福祉手帳 

    受付件数 495 件 

(保健予防課    263 件 

碑文谷保健センター232 件) 

継続 

（６）地域活動支援

セ ン タ ー の 整

備・運営 

 

（障害福祉課） 

在宅サービスの利用援助、社会資

源の活用や社会生活力を高めるため

の支援、＊ピアカウンセリング、介

護相談及び情報提供等を行う地域活

動支援センターを整備・運営する。

 

地域活動支援センター 

3 か所 

 

 

継続 

相談支援

事業 

（７）地域活動支援

センターでの相

談業務の充実 

 

（障害福祉課） 

 

相談員等が、住居、就労、服薬・

金銭管理、対人関係、公的サービス

利用などの日常的な相談に応じる。

また、関係機関とも連携を図りなが

ら必要な情報提供、助言、指導等を

行う。 

地域活動支援センター 

３か所の相談件数  

   延べ 5,810 件 

充実 

相談支援

事業 

（８）高次脳機能障

害者支援の促進 

 

（障害福祉課） 

高次脳機能障害者及びその家族に

対する相談支援を実施するととも

に、区民への理解及び啓発を図る。

特定非営利活動法人いきいき福

祉ネットワークセンターに委託

して実施した。 

１ 相談件数 722 件 

２ 高次脳機能障害者支援 

  セミナー 1 回開催 

参加者 83 人  

充実 

相談支援

事業 
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事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（９）消費者被害

の防止 

 

（産業経済課） 

障害特性に応じた情報媒体によ

り消費者情報を提供するとともに、

見守り情報連絡票の周知・活用に努

める。また、消費者相談員を講師派

遣する。 

１ 目黒区身体障害者福祉協会か

らの依頼で「悪質商法にあわない

ために」と題して消費者相談員を

派遣して講座を行った。 

２ 消費者相談事例集（こんさる）

や区報に障害者の消費者トラブ

ルの防止・見守りの呼びかけの記

事を掲載し啓発を図った。 

充実 

（10）相談支援の

提 供 体 制 の 整

備 

 

（障害福祉課） 

指定相談支援事業所との連携を

強化し、サービス等利用計画の策定

やモニタリングなど、障害をもつ人

にとっての身近な相談支援の提供

体制の整備を図る。 

（計画に新たに取り入れた事業） 

検討 

実施 

相談支援

事業 

（11）地域自立支

援 協 議 会 の 充

実 

 

（障害福祉課） 

中立・公平な相談支援事業の実施

や地域の関係機関の連携を強化し、

社会資源の開発・改善を促進するた

め、目黒区地域自立支援協議会の充

実を図る。 

（計画に新たに取り入れた事業） 

充実 

相談支援

事業 

（12）関係機関の

ネ ッ ト ワ ー ク

づくり 

 

（障害福祉課） 

 

地域自立支援協議会が中心とな

り、相談支援機関相互のネットワー

ク化を強化し、障害をもつ人自身の

自己決定・自己選択への支援を推進

する。 

（計画に新たに取り入れた事業） 

充実 

相談支援

事業 

（13）地域移行・

地域定着の推

進 

（障害福祉課） 

地域での生活を希望する施設入

所者や入院している精神障害者、地

域生活が不安定な障害をもつ人に

対し、指定相談事業所等との連携を

強化し、地域移行や地域定着を推進

していく。 

（計画に新たに取り入れた事業） 

検討 

実施 

相談支援

事業 
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☆権利擁護システムの推進 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（14）保健福祉

サービス苦情

調整委員制度

の充実 

 

（健康福祉計画課） 

 

保健福祉サービス利用者からの苦情

に対して第三者としての立場から、公

平・適切・迅速に対応することにより

利用者の権利と利益を保護するととも

に、苦情を通じて表明される利用者の

声を保健福祉サービスの制度や運営の

改善に反映させ、サービスの質の向上

を図る。 

１ 苦情相談 ７９件 

２ 苦情申し立て 5 件 

３ 有料老人ホームの視察・懇談、

区民の声課及び地域包括支援セン

ター職員との情報交換会。 

４ 「運用状況報告書」の発行。 

運用状況を区報で公表。 

継続 

相談支援

事業 

（15）第三者評

価制度の推進 

 

（障害福祉課） 

利用者が必要なサービスを安心して

選択できるように、また、区が提供す

る施設サービスの質の向上を図るため

に、第三者による客観性をもったサー

ビス評価を実施する。 

三事業所で実施 

１ 大橋えのき園 

２ かみよん工房 

３ すくすくのびのび園 

継続 

（16）権利擁護

センター・日

常生活自立支

援事業の活用 

 

（健康福祉計画課） 

 

判断能力が十分でない人も地域で安

心して生活を送れるように、権利擁護

センターめぐろにおいて、日常生活自

立支援事業等の活用を推進する。 

１ 受付総件数   2,779 件 

２ 専門相談     122 件 

３ 権利擁護契約    12 件 

４ 法人後見の実施（累計） 

5（11）件 

５ 専門家の後見人紹介 12 件 

６ 権利擁護センター主催の講演会

の開催 

７ 「親族後見人交流会」の開催 

継続 

成年後見

制度利用

支援事業

（17）成年後見

制度の利用促

進 

 

（障害福祉課） 

成年後見制度の利用が有効な障害を

もつ人からの相談に対して、権利擁護

センター等の関係機関と連携し、成年

後見制度の手続きが適切に行われるよ

う支援する。 

（計画に新たに取り入れた事業） 

検討 

実施 

成年後見

制度利用

支援事業

（18）サービス

提供事業者と

しての苦情解

決制度の充実 

 

（障害福祉課） 

福祉サービスの提供事業者として苦

情解決のシステムを充実し、利用者か

らの苦情の適切な解決に努め、サービ

スの向上を図る。 

 

サービス提供の契約時に各施設に

おける苦情受付担当者を明示し、苦

情の適切な解決に努めた。 

 

継続 

相談支援

事業 

（19）業務管理

体制の整備 

 

（障害福祉課） 

 

 区が指定した相談支援事業所のサー

ビス提供事業者に対して、業務管理体

制を整備し、適切な事業運営を確保す

る。 

（計画に新たに取り入れた事業） 
検討 

実施 
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２  保 健 ・ 医 療 サ ー ビ ス の 整 備 ・ 充 実  

障害の早期発見・早期療育を図るため、母子保健対策を充実し、療育体制を整備

します。また、障害をもつ人が必要な医療や歯科医療が受けられるよう関係機関と

の連携を図りながら医療体制の整備を図り、併せてリハビリテーションの充実を図

ります。 

 

☆早期発見・早期療育の推進、障害児支援の充実 

 
 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

 

（20）母子保健の

知識の普及・

啓発 

 

（保健予防課･碑文 

谷保健センター） 

妊娠、出産、育児等のほか、疾病や障

害等に関する知識を普及・啓発し、母子

の健康保持増進を図る。 

 

１ ﾊﾛｰﾍﾞﾋﾞｰｸﾗｽ（母親学級） 

      延べ 1,418 人 

２ 育児学級     2,496 人 

３ パパの育児教室  

         延べ 369 人  

４ 母子保健講演会   24 人 

  子育て講演会    28 人 

継続 

（21）妊産婦等の

訪問指導 

 

（保健予防課･碑文 

谷保健センター） 

保健指導を必要とする妊産婦、新生

児、未熟児等に対し、保健師や助産師が

訪問し、母子の健康増進や疾病予防等に

ついて指導を行う。 

１ 妊産婦訪問指導 延べ 894 人 

２ 新生児訪問指導 延べ 837 人 

３ 未熟児訪問指導 延べ 48 人 

継続 

（22）妊産婦・乳

幼児健康診査 

 

（保健予防課･碑

文 谷 保 健 セ ン タ

ー） 

妊産婦・乳幼児の健康の保持増進を図

るとともに、疾病や障害の予防・早期発

見を目的として、適切な時期を設定して

健康診査を行う。健診の結果、必要な場

合には保健上の注意や助言をするとと

もに、必要に応じて妊婦・乳幼児に対し

ては精密健康診査、専門医療機関の紹介

を行う。 

 

 

１ 妊婦健康診査 

  受診票交付数 37,772 件 

受診率      69.9％ 

２ ４か月健診受診者 2,140 人 

３ お誕生健診受診者 1,777 人  

４ １歳６か月受診者 1,649 人 

５ ３歳児健診受診者 1,448 人 

継続 

（23）乳幼児療育

通所施設の充

実 

 

（障害福祉課） 

障害の早期発見に応じて早期に療育

を行い、障害の軽減を図るため、児童福

祉法による児童発達支援事業を行う乳

幼児療育通所施設を充実する。 

すくすくのびのび園 

延べ利用人数 

１ 小集団療育 5,066 件 

２ 個別指導  1,556 件 

   合計   6,622 件 

充実 



２４ページ 
 
 

 
 

☆ 保健・医療体制の整備 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（24）障害児の

療育相談の充

実 

 

（障害福祉課） 

障害をもつ子どもの医療を含む社会

生活全般にわたって、医師、心理相談

員、理学療法士、言語聴覚士など専門

スタッフのチームによる相談を充実す

る。 

保健・保育・教育等関係機関と連携

し、ネットワークの確立を図る。 

すくすくのびのび園 

療育相談 90 件 
充実 

（25）障害児の

通所支援（児

童発達支援事

業）の充実 

 

（障害福祉課） 

 児童福祉法に基づく児童発達支援の

内容の充実を図り、児童発達支援セン

ターの設置の検討等、障害をもつ子ど

もに対する身近な地域での支援を検討

する。 

 

 

 

（計画に新たに取り入れた事業） 
検討 

 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（26）障害者歯

科診療体制の

充実 

（健康推進課） 

一般の歯科医療機関では対応が困難

な障害をもつ人の歯科診察及び口腔衛

生指導等を行い、口腔保健の向上を図

る。 

利用延べ人数 

1 治療        436 人 

２口腔衛生指導・予防 575 人 

継続 

（27） 医師会・

歯科医師会・

薬剤師会等と

の連携の強化 

 

（健康福祉計画課） 

地域における、かかりつけ医の機能を

主に担う診療所や入院治療の機能を持

つ病院との連携を強化するため、目黒区

医師会・目黒区歯科医師会・目黒区薬剤

師会等関係機関との機能分担・相互連携

の一層の強化を図る。 

 

目黒区歯科衛生連絡協議会、目黒

区薬事衛生連絡協議会を開催し

た。また、目黒区医師会と行政と

の懇談の機会を設け相互連携の強

化を図った。 

 

継続 

（28）訪問看護

事業の支援 

 

（健康推進課） 

訪問看護は、医療機関及び訪問看護ス

テーションによる医療としてのものと、

介護保険給付としてのものがある。 

在宅での療養、＊ＡＤＬの改善及び＊

ＱＯＬの向上のため、訪問看護事業を支

援する。 

訪問看護ステーションの支援 

 18 か所 

１ 事業所連絡会開催 10 回 

    出席者数 延べ 130 人 

２ 研修会開催     5 回 

    出席者数 延べ 131 人 

継続 



２５ページ 
 

 
 
 
☆医療助成制度の充実 

 
 

☆リハビリテーションの実施 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（31）リハビリ

テーション関

連事業 

（保健予防課・碑文

谷保健センター） 

主として脳卒中後遺症により

言語障害のある概ね 40 歳以上

65 歳未満の方及び難病であるパ

ーキンソン病等の方とその家族

を対象にリハビリや交流会等を

実施する。 

機能訓練事業   

110 回  延べ 1,211 人 

（保健予防課分  

32 回 295 人 

碑文谷保健センター分  

78 回 916 人） 

継続 

 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（29）在宅難病

患者等保健医

療事業の推進 

 

（障害福祉課、保健

予防課･碑文谷保健

センター） 

 難病講演会、パーキンソン教室

等を開催し、在宅難病患者、家族

への知識の普及と療養支援を行

う。また、在宅療養にかかる医療

機器の貸付を行う。 

 

１ 難病の知識の普及を目的に講演会を

開催し、併せて相談を行った。 

２ 医療機器貸与 延べ 4 人 

継続 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（30）各種医療

の給付及び医

療費の助成 

 

 

（障害福祉課・保健

予防課・碑文谷保健

センター） 

医療費の負担を軽減するため、

医療の給付及び医療費の助成を

行う。 

1 療育給付         ０件 

2 養育医療給付       68 件 

3 小児慢性疾患医療費助成  156 件 

４ 小児精神病医療費助成     5 件 

５ 難病医療費助成     2,024 件 

６ 進行性筋萎縮症の療育給付  0 件 

７ 育成医療給付          13 件 

８ 更生医療給付        181 件 

９ 心身障害者医療費助成医療証交付者 

1,566 人 

10  自立支援医療費(精神通院)支給認定 

3,058 件 

11 妊娠高血圧症候群     6 件 

継続 
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３  自 立 の た め の 経 済 的 支 援  

障害をもつ人の経済的・精神的負担を軽減するため、国や東京都と連携して各種

給付事業や助成事業を実施します。 

 

☆所得保障の充実 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（32）各種手

当・年金の

充実 

 

（障害福祉課・

子育て支援課・

国保年金課） 

 

障害をもつ人やその家族を対象に生活

の安定を確保するための国・都の制度の

受付や各種手当の給付を行う。 

1 区の制度（心身障害者福祉手当） 

2 都の制度（重度心身障害者手当、児童

育成手当） 

3 国の制度（特別障害者手当、障害児福

祉手当、児童扶養手当、特別児童扶養

手当、障害基礎年金、特別障害給付金）

 

 

１ 心身障害者福祉手当 

2,806 人 

２ 重度心身障害者手当 

        135 人 

３ 児童育成手当     97 件 

４ 特別障害者手当   149 人 

５ 障害児福祉手当    31 人 

６ 児童扶養手当      4 件 

７ 特別児童扶養手当  121 件 

８ 障害基礎年金     77 件 

（受付のみ） 

９ 特別障害給付金     0 件 

   （受付のみ） 

継続 

（33）各種給

付・助成事

業の充実 

 

（障害福祉課） 

障害をもつ人が日常生活を快適に安心

して送れるように各種助成事業を実施す

る。 

（理美容サービス、寝具乾燥消毒、紙お

むつの支給、電話使用料の助成） 

１ 理美容サービス利用者  

延べ 1,978 人 

２ 寝具乾燥消毒利用   26 人 

３ 紙おむつの支給    237 人 

192,464 枚 

４ 電話使用料の助成     22 人 

継続 
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４  情 報 提 供 の 推 進  

障害をもつ人の円滑な人間関係や社会参加を進めるために手話通訳者の養成な

ど条件整備を図り、コミュニケーション手段の充実や情報の提供を行います。 

 

☆障害をもつ人にあわせた情報提供サービスの充実 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（34）点訳・音

訳サービスの

拡充 

 

（八雲中央図書館） 

図書館において、障害をもつ人へ

のサービスとして対面朗読、録音図

書の作成、点訳サービス、点字図書

の作成等を行う。 

利用者の要望に応じ、対面朗読を行

った。録音図書 37 タイトル、デイ

ジー図書 50 タイトル、点字絵本 1

タイトル、点字図書 1 タイトル、点

字雑誌 12 タイトルを作成した。 

継続 

コミュニケ

ーション支

援事業 

（35）障害特性

に応じた情報

提供の促進 

 

（広報課・障害福祉

課） 

一般的な手段では情報を得にくい

障害をもつ人に対し、障害特性に応

じた方法を活用して情報を提供す

る。 

1 視聴覚障害者に対し、区報内容

をテープ化し提供した。また、デ

イジー化を検討した。 

2 福祉関係の記事等の点字新聞に

よる提供を行う。 

3 区からの通知等にＳＰコードや

点字を付けた。 

充実 

相談支援

事業 

 

社会参加 

事業 

（36）手話通訳

者派遣事業の

充実 

 

（障害福祉課） 

聴覚障害をもつ人及び言語機能障

害をもつ人の団体又は個人の依頼に

応じて、社会活動上必要とする手話

通訳者を派遣する。 

 

手話通訳者派遣件数  

延べ 217 件 

 

 

充実 

コミュニケ

ーション支

援事業 

（37）新たな情

報通信技術の

導入と活用 

 

（広報課・障害福祉

課） 

新たな通信技術の導入を随時検討

し、区が発信する情報について、さ

まざまなメディアを利用し、情報格

差の解消を図る。 

在宅でさまざまな手続きが可能な

仕組みを検討する。 

JIS-ｘ-8341-3 を遵守して、障害

をもつ人も情報をとることのでき

るホームページの作成を行った。 

 

 

継続 

コミュニケ

ーション支

援事業 

（38）投票にお

ける障害者対

策の充実 

 

（選挙管理委員会） 

障害をもつ人が容易に選挙権を行

使できるように、投票所施設の整備

を図り、投票制度等について周知を

図る。 

周知記事の掲載 

１ めぐろ区報３回 

２ ホームページ 常時 

継続 
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５ 虐待防止体制の整備 

障害をもつ人に対する虐待の通報や相談窓口を整備し、虐待の早期発見、予防・

啓発に努めます。 

 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（39）虐待防止の

通報・相談窓口

の整備 

 

（障害福祉課） 

障害をもつ人の虐待事例に対応する

ための通報や相談の窓口、虐待を受け

た障害者の保護や支援等を実施する、

虐待防止センター（仮称）を整備する。

 

（計画に新たに取り入れた事業） 

 

検討 

実施 

（40）虐待防止に

向けた意識啓

発 

 

（障害福祉課） 

障害をもつ人の人権を尊重し、虐待

のない地域をつくるため、福祉施設職

員や広く区民に対し、虐待防止に向け

た意識啓発を推進する。 

（計画に新たに取り入れた事業） 
検討 

実施 

（41）虐待防止関

係機関のネッ

トワークづく

り 

 

（障害福祉課） 

虐待の未然防止、発生した場合の迅

速な対応など、関係機関相互の連携を

深めるため、障害者虐待防止連絡会議

（仮称）を設置し、関係機関のネット

ワークを構築する。 

（計画に新たに取り入れた事業） 
検討 

実施 

（42）虐待防止マ

ニュアル等の

作成 

 

（障害福祉課) 

 虐待の定義、通報後の対応など、虐

待事例に迅速に対応できるよう、虐待

防止に関するマニュアル等を作成し、

虐待の防止を図る。 

（計画に新たに取り入れた事業） 
検討 

実施 
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Ⅱ  自 立 支 援 の た め の サ ー ビ ス 促 進  

障害をもつ人が自ら望む生活のあり方を選択し、必要とするサービスを利用しな

がら地域で暮らせる社会の実現を目指します。 

また、就労意欲のある人が一人ひとりに合った就労形態をとれるよう、多様な就

労の場の提供と支援体制の充実に努め、働く機会を拡大します。 

障害をもつ子に対する保育や学校教育を充実していくとともに、生涯を通じた学

習・文化・スポーツ活動等を支援します。 

 

１  地 域 で の 自 立 生 活 、 社 会 参 加 を 支 え る 支 援  

障害をもつ人が地域で自立した日常生活を送るために必要な家事援助や一時的

に介護等が困難になった場合への対応として短期入所事業を実施します。 

また、障害をもつ人が自ら望む日中活動の支援を選択できるよう、多様なサービ

スの提供体制を充実します。 

 

 

☆生活支援、介護サービスの充実 

 
 
 
 
 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（43）障害者居宅

介護事業の提

供 

 

（障害福祉課） 

障害をもつ人の自立・介護者の介

護軽減のため、多様なニーズに対応

できるように、居宅介護サービス等

を提供する。 

平成 23 年 2 月末現在 

１ 年間総利用時間 

延べ 127,229 時間 

２ 年間利用人員 

延べ 3,717 人 

継続 

居宅介護 

重度訪問 

介護 等 

（44）難病患者等

ホームヘルパ

ー派遣事業の

実施 

（障害福祉課） 

難病患者等が在宅において安心し

て日常生活を営むことができるよ

う、ホームヘルプサービスを実施す

る。 

１ 派遣世帯 3 世帯 

２ 派遣時間 延べ 353 時間 

３ 派遣回数 延べ 422 回 

継続 

（45）心身障害者

緊急介護人の

派遣 

（障害福祉課） 

 

在宅の重度心身障害者等の保護者

が病気等緊急な理由により、介護が

困難となった場合、介助を行うヘル

パーを派遣する。 

１ 延べ人数    225 人 

２ 延べ派遣回数 3,431 回 
継続 
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☆日中活動系サービスの充実 

 
 
 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（46）短期入所事

業の拡充  

 

（障害福祉課） 

障害者が本人や介護者等の事情に

より一時的に預かる短期入所サービ

スを提供する。 

１ 緊急一時施設保護 ７床 

延べ 992 日 

２ ミドルステイ   ６床 

（身体障害者用 1 床 

知的障害者用 5 床） 

延べ 719 日 

継続 

（47）入浴サービ

スの充実 

 

（障害福祉課） 

自宅の浴室で入浴ができない障害

をもつ人に、巡回入浴、心身障害者

センターあいアイ館で機械・介助入

浴サービスを行う。 

1 巡回入浴  489 人 

2 機械入浴 1,456 人 

3 介助入浴 1,485 人 

充実 

訪問入浴 

サービス 

（48）食事サービ

スの充実 

 

（障害福祉課） 

ひとり暮らし等で調理が困難な障

害をもつ人を対象に昼食の配食サー

ビスを行い、食生活の安定を図ると

ともに、安否確認を行う。 

 

 

延べ人数   2,239 人 

 

 

 

充実 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（49）中途デイ事

業の充実 

 

（障害福祉課） 

心身障害者センターあいアイ館に

おいて、中途で身体に障害をもった

人に機能訓練、趣味等の余暇活動を

中心としたデイサービス事業を行

う。 

地域生活支援事業の地域活動支援

センター 

１ 中途Ａコース（週 3 日） 

延べ 1,798 人 

２ 中途Ｂコース（週 2 日） 

延べ 1,501 人 

継続 

地域活動支

援センター

（50）機能訓練事

業の実施 

 

（障害福祉課） 

心身障害者センターあいアイ館に

おいて、中途で身体に障害をもった

人に理学療法士・作業療法士・言語

聴覚士等による機能訓練を行い、心

身機能の維持向上を目指す。 

地域生活支援事業の地域活動支援

センター 

１ 機能Ａコース（週 3 日） 

延べ 782 人  

２ 機能Ｂコース（週 2 日） 

延べ 1,087 人 

継続 

地域活動支

援センター
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☆移動に関わる支援 

 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（51）重度生活介

護の実施 

 

（障害福祉課） 

心身障害者センターあいアイ館に

おいて、重度の肢体不自由及び重度

の知的障害をもつ人を対象に、障害

の状況に応じた日常生活訓練を行

う。 

生活介護 延べ 3,007 人 

継続 

生活介護 

（52）精神障害者

のデイケアの

実施 

（保健予防課･碑文谷

保健センター） 

精神障害をもつ人の社会復帰を促

進するため、グループ活動を通して、

生活支援を行う。 

デイケア   118 回、726 人 

（保健予防課 70 回 455 人、碑文

谷保健センター48 回 271 人） 

継続 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

 

（53）障害者移動

支援事業の推進 

 

（障害福祉課） 

障害者の地域自立と社会参加の

促進に不可欠な移動支援事業のサ

ービス提供を推進する。 

 

地域生活支援事業の移動支援、区及

び民間契約分 

１ 延べ時間 64,632.5 時間 

２ 延べ人数   2,781 人 

継続 

移動支援 

事業 

（54）重度視覚障

害者の移動支援 

 

（障害福祉課） 

視覚障害により移動に著しい困

難を有する人の移動支援事業を推

進する。 

 

（計画に新たに取り入れた事業） 

実施 

同行援護 

（55）タクシー利

用の援助 

 

（障害福祉課） 

障害をもつ人の生活圏の拡大を

図るためにタクシーの利用を支援

する。 

福祉タクシー券 

１ 交付者数   3,184 人 

２  延べ交付冊数 9,245 冊 

継続 

社会参加 

促進 

（56）自動車燃料

費の助成 

 

（障害福祉課） 

障害をもつ人が自家用車を利用

する場合、燃料費の一部を助成す

る。 

 

登録者    417 人 

 

継続 

社会参加 

促進 
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☆福祉用具の利用支援 

 
 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（57）自動車運転

教習料の助成 

 

（障害福祉課） 

身体障害をもつ人が運転免許を取

得する際に、経費の一部を助成する。

 

助成件数    1 人 

 

継続 

社会参加

促進 

（58）自動車改造

費の助成 

 

（障害福祉課） 

身体障害をもつ人が自ら運転する

自動車の一部を改造する場合、経費

の一部を助成する。 

 

助成件数    2 件 

継続 

社会参加

促進 

（59）リフト付き

タクシーの運行 

 

（障害福祉課） 

車いす、ストレッチャーを必要と

する障害をもつ人の外出のために、

タクシー会社に委託してリフト付き

福祉タクシーを運行する。 

 

１ 登録者数    481 人 

２ 延べ利用回数 5,198 回 

 

継続 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（60）補装具の交

付と修理 

 

（障害福祉課） 

身体障害をもつ人（子）の失われ

た機能を補って、日常生活や働くこ

とを容易にするための補装具の交付

と修理を行う。 

 

 

交付件数  308 件 

継続 

補装具 

（61）日常生活用

具等の給付 

 

（障害福祉課） 

重度の身体障害をもつ人（子）の

在宅生活を容易にするために、日常

生活用具、日用品を給付する。 

 

日常生活用具   2,982 件 

 

充実 

日常生活

用具等 

給付事業
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２  就 労 の 促 進  

障害をもつ人の所得の確保や社会参加の場として、その人の適性や能力に応じて

働くことができるよう、就労継続支援施設の運営や民間作業所等への運営支援を行

います。 

また、一般就労の促進と就労定着に向けて関係機関への働きかけを行います。 
 

☆多様な就労の場の確保 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（64）福祉工房

の運営 

 

（障害福祉課） 

就労継続支援Ｂ型施設として、

一般企業等での就労が困難な人

に、働く場を提供するとともに、

知識及び能力の向上のために必要

な訓練を行う。 

就労継続支援を行う 

区立福祉工房 ３か所 

継続 

就労継続

支援Ｂ型

（65）就労移行

支 援 事 業 へ

の支援 

（障害福祉課） 

就労移行事業を実施する民間団

体等に場を提供し、障害をもつ人

の就労を支援する。 

スマイルプラザ中央町 

就労移行支援事業所 4 か所 

 

継続 

就労移行

支 援 

（66）就労支援

サービス事業

所への援助 

（障害福祉課） 

*障害者自立支援法内事業へ移

行した民間団体等に対し、サービ

スの充実に向け補助を行う。 

 

障害者自立支援法内事業へ移行した

民間団体に運営補助を行った。 

 

 

継続 

就労移行

支援 

就労継続

支援Ｂ型

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（62）難病患者

等への日常生

活用具の給付 

 

（障害福祉課） 

難病患者等の在宅生活を容易に

するために、日常生活用具を給付

する。 

助成件数  1 件 

継続 

日常生活

用具等 

給付事業

（63）福祉機器

センター機能

の充実 

 

（障害福祉課） 

障害に応じた自立生活を可能に

するために、日常生活に必要な福

祉機器を展示し、情報提供、相談、

援助等を行う。 

 

心身障害者センターあいアイ館で

実施 

充実 

相談支援

事業 
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☆一般就労の促進 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（67）障害者の区

職員採用促進 

 

（人事課） 

特別区に居住する身体障害をもつ

人を対象として、特別区人事委員会

を通じて高校卒業程度の能力を有す

る職員を採用する。 

特別区長会目標 3％ 

目黒区 2.7８％ 

（参考）法定雇用率 2.1％ 

継続 

（68）就労支援事

業の充実 

 

（障害福祉課） 

目黒障害者就労支援センターを中

心に、障害をもつ人の一般就労支援

に向けた就労相談、職業前訓練、定

着支援、生活支援など、就労支援事

業の充実を図る。 

目黒障害者就労支援センターを

スマイルプラザ中央町に移転し、

就労支援事業を実施。 

充実 

（69）精神障害者

への社会適応

支援 

（保健予防課・碑文谷

保健センター） 

就労をめざして社会適応訓練を受

けている精神障害をもつ人を支援す

る。 

必要に応じて関係機関との連携

をとり、社会適応への支援を行っ

た。 

継続 

（70）就労支援事

業者連絡会の開

催 

（障害福祉課） 

地域における障害をもつ人の就労

促進と就労定着を図るため、区内の

企業及び関係機関等による就労支援

連絡会を開催する。 

 

障害者就労支援事業連絡会開催 

１回 
充実 

 

 

☆工賃向上の取り組み 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（71）福祉の店の

運営 

 

（障害福祉課) 

区立の福祉工房に設置した福祉の

店で、自主生産品を販売し販路を拡

大することにより、工賃向上に取り

組む。 

 

（計画に新たに取り入れた事業） 実施 
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３  多 様 な 活 動 の 場 の 整 備  

就労が困難な障害をもつ人の社会参加の場を提供します。 

 

☆通所施設の確保 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（72）多機能型施

設の運営 

 

（障害福祉課） 

生活介護と就労継続支援 B 型との多

機能型施設として目黒本町福祉工房を運

営し、定員の増加を図るとともに、障害

をもつ人一人ひとりに対応する効果的な

支援メニューを提供する。 

目黒本町福祉工房 

定員 70 人 

  

実施 

生活介護 

就 労 継 続

支援Ｂ型 

（73）生活介護施

設の運営・援助 

 

（障害福祉課） 

介護を必要とする障害をもつ人に、自

立支援法における生活介護サービス施設

を提供する。また、民間団体が行う生活

介護施設の運営を援助する。 

区立施設数 ４か所 

民間施設数 ２か所 

 

継続 

生活介護

 

（74）障害者通所

施設の確保 

 

（障害福祉課） 

区内在住の障害をもつ人に福祉的就労

の場や日中活動の場を提供し、社会参加

と自立を促進するため、区内の通所施設

のあり方を検討した上で将来の需要に応

えられるよう施設の整備等を検討する。

目黒本町福祉工房 

平成 23 年 3 月竣工 

検討 

生活介護

就労継続

Ｂ型 
 
 

４  学 校 教 育 ・ 保 育 の 充 実  

障害をもつ乳幼児や児童が能力を 大限に伸ばして、充実した日常生活や社会生

活を送ることができるようにするため、関係機関が連携を図り、連続性のある障害

児保育、教育を推進します。 

 

☆幼児教育・保育の充実 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（75）幼稚園での

障害児受入れ 

 

（学校運営課・子育て

支援課） 

区立幼稚園において特別支援補助員を

配置し、集団保育の可能な障害をもつ幼

児の受入れを行う。 

また、障害をもつ幼児を受入れている

私立幼稚園に事業経費の一部を補助し条

件整備を推進する。 

１ 区立幼稚園  

４園 9 人 

２ 私立幼稚園 

     ８園 19 人 

継続 
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事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（76）保育所での

障害児受入

れ 

 

（保育課） 

保護者の就労等で保育に欠ける乳幼

児で、発達の遅れや障害をもつ乳幼児の

発達を促すため、統合保育を行い障害児

保育の充実を図る。 

１ 関係所管とのネットワークを整備

し積極的な連絡調整に努める。 

2  専門指導員による巡回指導の実践

的な指導により統合保育の充実を図

る。 

3 障害児保育に関する保育士の研修

を実施し技術の向上を図る。 

公立保育園 １８園 

私立保育園  ３園 

計 41 名 

継続 

（77）学童保育ク

ラブでの障害

児受入れ 

 

（子育て支援課） 

保護者の就労等で放課後の保育に欠

ける児童で、集団保育の可能な障害をも

つ低学年の子の学童保育クラブでの受

入れ拡充を検討し、健常児との交流や育

成を図る。 

保育者及び指導員を対象とする専門

指導員による巡回指導を実施する。 

１ 全学童クラブ受入れ枠の継続 

２ 学童保育クラブ入所児童に対 

する巡回指導の実施 

３ 学童保育クラブ保護者懇談会 

年１回実施 

４ 中根小学校敷地内に新たに建

物を建築し、移転することによ

り、施設の規模の拡大を図り、

80 名程度まで児童の受入れ可

能枠の増加を図る。 

継続 
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☆特別支援教育の推進 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（78）就学相談の

実施 

 

（学校運営課） 

専門家による就学指導委員会を

組織し、保護者面接や子どもの行動

観察等を通して、就学に関する要望

や相談を行い、その子に適切な教育

の場の提供を図る。 

就学（転学）相談  

１ 小学校 61 件 

（就学 31 件・転学 30 件） 

２ 中学校 29 件 

（就学 27 件・転学２件） 

 

継続 

（79）特別支援学

級の整備・充実 

 

（教育指導課） 

障害をもつ児童生徒の一人ひと

りの状況に応じた教育活動を進め

るとともに、専門的な特別支援教育

を行う場である特別支援学級を増

設する。 

１ 中根小学校（西部地区）に情緒障

害等通級指導学級を開設した。 

２ 平成 24 年度開設の第七中学校情

緒障害等通級指導学級について検

討を進めた。 

３ 平成 28 年度に東山小学校（北部

地区）に、情緒障害等通級指導学級

を設置する。 

充実 

 

（80）教職員への

助言・支援 

 

（めぐろ学校サポー

トセンター） 

通常の学級に在籍する障害のあ

る児童・生徒への理解を深めるため

に、医学・心理・教育など専門家に

よる教職員への助言や支援を推進

する。 

特別支援教育専門員が区立小・中学校
を前期・後期各 1 回定期巡回訪問し
た。また、学校からの要請に基づき訪
問を行った。 
１ 定期巡回訪問 

全校  
対象人数 延べ 672 人 

２ 要請訪問 
延べ 28 校  
対象人数  延べ 72 人 

継続 

（81）特別支援教

育支援員の配置 

 

（めぐろ学校サポー

トセンター） 

区立学校の通常の学級に在籍す

る障害のある児童･生徒への学習面

や生活面の支援のため特別支援教

育支援員の配置などを行う。 

 

区立小中学校全校へ支援員延べ 97 名

（延べ 32,331 時間）を配置し指導の

充実を図った。 

継続 

（82）教育相談の

実施 

 

（めぐろ学校サポー

トセンター） 

めぐろ学校サポートセンターに

おいて来室相談、電話教育相談を実

施し、幼児・児童・生徒の心身の健

全な発達を図るための教育上の

様々な問題について相談に応じる。

めぐろ学校サポートセンターにおいて

来室相談、電話教育相談を実施した。

教育相談件数 

１ 来室相談 延べ 4,499 件 

２ 電話相談 延べ 88 件 

継続 

 



３８ページ 

 

５  学 習 ・ 文 化 ・ ス ポ ー ツ 活 動 等 の 支 援  

障害をもつ人が学習・文化・スポーツ活動等、より多くの社会参加を通じて、豊

かで充実した生活を地域で送ることができるように、多様な活動の場の提供と社会

参加のための条件整備を促進します。 

 

☆学習条件の整備 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（83）学習機会の

条件整備 

 

（生涯学習課） 

社会教育講座等に手話通訳者・介

助者等を必要に応じて配置し、だれ

もが学習できる条件を整備する。 

必要に応じて手話通訳者や介助者等

が必要な方の参加がある場合を考え

て企画した。 

継続 

（84）学習情報の

提供 

 

（生涯学習課） 

障害をもつ人が学習に関する情

報を収集しやすいように、情報の提

供方法を工夫し充実する。 

 

ホームページでの講座参加者募集に

あたっては、各講座で音声読み上げ機

能で確認しユニバーサルな対応を心

がけた。チラシやポスターを作成する

際も、誰でもが見やすいように色やデ

ザインを工夫した。 

継続 

 

 

 

☆芸術・文化活動等の促進 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（85）ともに学ぶ

団体の自主活

動の援助 

（生涯学習課） 

障害をもつ人ともたない人がとも

に学び合うことを目指している団体

が行う自主活動に指導者を派遣す

る。 

課題別申請社会教育学級の課題の一

つとして挙げ、事業を継続して行っ

ている。 

 

継続 
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事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（86）図書館にお

ける障害者サー

ビスの充実 

 

（八雲中央図書館） 

図書館の利用が困難な視覚障害を

もつ人に、図書を楽しむための支援

を行う。 

（対面朗読、録音図書の作成と貸出、

点訳サービス・点字図書の作成と貸

出、さわる絵本・布の絵本・布の遊

具の作成と貸出、配本サービス、視

覚障害者用パソコンシステムの館内

利用など） 

また、図書館を利用するにあたっ

ての障害（バリア）とその対象者を

把握するとともに、それらに応じた

サービスの内容についての検討に取

り組む。 

1 対面朗読  

延べ 185 回、370 時間 

2 録音図書の貸出し 

録音図書 1,784 ﾀｲﾄﾙ 

録音雑誌  564 ﾀｲﾄﾙ 

３ 点訳サービス及び点字図書の貸

出し  

点字図書  49 ﾀｲﾄﾙ 

点訳サービス 0 枚 

４ 手話学習用ビデオ提供 あり 

５ さわる絵本・布の絵本・布の遊具

の貸出し     5 点 

６ 配本サービス 

延べ 448 回 4,291 ﾀｲﾄﾙ 

７ 視覚障害者用パソコンシステム

の館内利用 なし  

継続 

（87）障害をもつ

人のための学習

機会の充実 

 

（生涯学習課） 

障害をもつ人を対象に知識・技術

の習得や体力増進を図ることができ

るよう条件整備を行い、学習機会を

提供し参加を促進する。 

 

ステップアップ講座 

１ 学習回数   30 回 

２ 参加者 延べ 585 人  

継続 
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☆スポーツ・レクリエーションの推進 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（88）障害者ス

ポ ー ツ の 推

進 

 

（スポーツ振興

課） 

障害をもつ区民が身近な地

域でスポーツ活動を継続して

行うことができるよう条件整

備を行い、障害者のスポーツ

の推進を図る。 

 

１ 障害の特性に配慮したス

ポーツ事業を実施し、参加

の促進を図る。 

 

２ 障害者が安心してスポー

ツ活動に参加できるよう、

障害者スポーツ指導員（初

級）の養成を行う。 

 

１．障害をもつ方を対象としたスポーツ 
事業 

①駒場体育館（2 事業、延べ 82 名） 
・ふれあい水中運動教室 

 ・みんなでダンス（交流機会事業） 
②区民センター体育館（３事業、延べ 

５６名） 
  ・うきうき水中運動会 
  ・障害者トレーニングジム講習会 
  ・障害者スポーツ教室 

③碑文谷体育館（1 事業、延べ２８５名） 
  ・障害をもつ方のスポーツ広場（一般

公開） 
④中央体育館（2 事業、延べ 57 名） 

  ・のびのびふれあいスポーツ教室 
  ・ふれあいスポーツ教室 

⑤八雲体育館（2 事業、延べ 38 名） 
  ・親子でトライバランス体験 
  ・親子で楽しむふれあい体験 

⑥緑ヶ丘小プール（1 事業、延べ 72 名） 
  ・ふれあい水泳教室 
２．障害者スポーツ指導員（初級）養成 

研修会 
・年 1 回、11 日間、28 名 

継続 

（89）児童の放

課 後 等 活 動

の促進 

 

（子育て支援課） 

障害をもつ児童の放課後・

土曜日・日曜日の活動を促進

するために児童館を活用した

事業等の充実を図る。 

（あそびのつどいの実施、施

設の改善、障害児に関する研

修等の充実） 

１  あそびのつどい 毎月１回程度実施 

２  児童館障害児対応連絡会 

年間３回実施 

  障害児保育運営会議 

年間５回実施 

３  保護者懇談会を年１回実施 

４  職員研修    １回実施  

５  障害をもつ児童館利用者･学童保育ク

ラブ卒所者がボランティアとして児童館

事業運営に参加協力をした。 

継続 
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Ⅲ  と も に 暮 ら す ま ち づ く り の 実 現  

ともに暮らすまちづくりの実現に当たっては、ユニバーサルデザインに配慮した

福祉のまちづくりを推進するとともに、バリアフリー化や高齢者、障害をもつ人等

に対する理解を深め、行動につなげる心のバリアフリーを推進していきます。 

また、高齢者や障害をもつ人が地域で安心して暮らせるよう、住まいの場を確保

するとともに、災害時の支援を強化します。 

 

１  ユ ニ バ ー サ ル デ ザ イ ン に 配 慮 し た 福 祉 の ま ち づ く り 推 進  

庁内の関係機関が連携して、ユニバーサルデザインに配慮した福祉のまちづくり

推進に取り組んでいきます。 

また、公共施設のバリアフリー化を推進とあわせて、民間事業者に対し施設のバ

リアフリー化が進むよう働きかけを行います。 

 

☆公共施設の整備によるユニバーサルデザインの推進 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（90）ユニバーサ

ル デ ザ イ ン の

普及・啓発 

（障害福祉課） 

まちづくりに当たっては、あらゆる機

会をとらえ、ユニバーサルデザインを取

り入れたまちづくりの普及・啓発・推進

に努める。 

ユニバーサルデザインの考

え方の普及に努めた。 
充実 

（91）区立施設の

福祉環境整備 

（関係各課） 

建築物、公園等の整備を、区立施設福

祉環境整備要綱に基づき整備する。 
整備協議件数  11 件 継続 

（92）民間建築物

等の整備促進 

 

（建築課、障害福祉課） 

病院、銀行、店舗、官公署などの公共

的建築物及び共同住宅の整備について

は、東京都福祉のまちづくり条例及び目

黒区福祉のまちづくり要綱に基づき、積

極的に指導や働きかけを行い、福祉基準

の普及に努める。 

施設整備届出件数 58 件 継続 

（93）福祉施設の

充実 

 

（障害福祉課） 

障害福祉施設の建設や改築に当たっ

ては、ユニバーサルデザインに配慮して

整備する。 

ユニバーサルデザインに配

慮し、目黒本町福祉工房を整備

した。 

継続 
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☆歩行環境の整備によるユニバーサルデザインの推進 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（ 94 ） 歩 道 の 設

置・改良 

 

（土木工事課） 

歩行者の安全な通行を確保するため、

道路の立地条件を考慮し、歩道を設置す

る。 

既に設置されている歩道については、

安全かつ容易に利用できるよう段差すり

付け勾配の改良を行う。 

1 歩道の設置  53ｍ 

2 段差すり付け 18 か所 
継続 

（95）視覚障害者

誘導用ブロック

の設置･保全 

 

（土木工事課） 

視覚障害をもつ人の安全な歩行のた

め、歩道や横断歩道等の新設に合わせて、

新たに視覚障害者誘導用ブロックを設置

する。 

歩道の修繕や改善時は、既に設置して

ある誘導ブロック等の機能保全に努め

る。 

視覚障害者誘導用ブロック 

1 設置  1 か所 

2 維持  0 か所 

継続 

（96）放置自転車

対策の推進 

 

（道路管理課） 

駅周辺の放置自転車解消のため、放置

自転車の規制や撤去を行う。 

また、自転車駐輪場・自転車集積所の

整備及び民営自転車駐車場の拡大に努め

る。 

1  自転車駐輪場整備 1 か所 

2  放置自転車等の撤去台数  

17,532 台 

継続 

（97）不法占用物

件の是正指導・

取締 

（道路管理課） 

道路上の不法占用物件を排除し、歩行

者の安全な通行を確保する。 

 

 

1  道路等の不正使用の指

導・取締  300 件 

2 違反広告物の撤去 

63,702 枚 

継続 

 



４３ページ 

 

☆公共交通機関等の整備によるユニバーサルデザインの推進 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（98）駅舎等の改

善・公共交通車

両の改善促進 

（都市計画課・障害福

祉課) 

 

鉄道、バス等がだれにでも利用でき

るように、駅舎等の整備・改善、車両

の改善について公共交通機関に働きか

ける。 

 

東急大井町線・緑が丘駅に車椅子

対応エレベーター（２基）を整備

した。 

継続 

（99）交通バリア

フリー推進基本

構想の推進 

 

（都市計画課） 

バリアフリー新法に基づき、交通バ

リアフリー推進基本構想を改定（平成

23 年度改定予定）し、重点的整備地区

（３地区）のバリアフリー化を進めて

いく。 

また、重点整備地区以外の地区（10

地区）について、区独自の方針を定め

バリアフリー化を推進していく。 

平成 22 年度までに事業の着手

または完成を目指し、事業を進め

た。(重点整備地区３地区、重点

整備地区以外の地区３地区) 

継続 

 

 

 

２  心 の バ リ ア フ リ ー の 推 進  

障害をもつ人に対する差別や偏見をなくすため、啓発や広報活動を行うとともに 

福祉教育の推進を図ります。 

また、多くの人々との交流の場を通じて理解や認識が深まるよう、心のバリアフリ

ーに向けた条件整備を推進します。 

 

☆障害に対する理解の促進 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（100）障害理解

の促進、意識啓

発 

（障害福祉課、関係各

課） 

障害に対する差別や偏見をなくし、障

害に対する正しい理解が深まるよう、あ

らゆる機会を捉え意識啓発を行う。 

区報やホームページ等を活用

し、障害をもつ人への理解を促

進した。 

充実 

 

 



４４ページ 

 

 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（101）町会・住

区住民会議・企

業・民生児童委

員等への働きか

け 

（障害福祉課） 

障害保健福祉について広く地域住民

の理解を促進し、障害をもつ人の社会参

加等に対して協力体制ができるよう、町

会・住区住民会議・企業・民生児童委員

等へ働きかける。 

民生児童委員正副会長会において、

障害者団体が障害者への理解と社

会参加等の協力を依頼した。 

充実 

（102）職員研修

の充実強化 

 

（人事課） 

職員の資質向上のため、福祉的な視点

を取り入れた研修について、研修全般の

中で検討し、充実強化を図る。 

1  採用２年目研修（防災）にお

いて、障害福祉の視点を取り入

れた研修実施に向け、防災課と

カリキュラム等を調整した。 

2  車いすを用意し、一時避難場

所への避難誘導などを研修生に

体験させるカリキュラムを予定

した。 

継続 

（103）区立施設

従事者に対する

障害理解の促進 

（障害福祉課、関係各

課） 

区立施設に従事する職員（指定管理者

による施設含む）に対して講座や研修の

開催等、資質の向上を図るとともに、障

害に対する理解を促進する。 

 

定期的に研修を開催し、資質の向上

を図るとともに、障害に対する理解

を促進した。 

 

継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４５ページ 

 

☆広報・広聴活動の充実 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（104）区広報の

活用 

 

（広報課） 

めぐろ区報等で、区の事業、制

度の紹介を行うとともに、区政に

関して区民とともに考えていく

契機になるような「課題提起型広

報」によって障害者問題を取り上

げていく。 

１ 障害者通所施設の活動を周知する一

環として手作り製品の紹介を１面に掲

載した（8/5 号）。 

２ 12 月の障害者週間に合わせ、啓発イ

ベントの開催案内を 1 面に、人権啓発コ

ラム（心の輪）で障害を知ることや理解

することについて掲載した（11/25

号）。 

３ 障害者就労支援の拠点として平成 22

年 4 月に新規開設の複合施設「スマイル

プラザ中央町」（4/５号）の紹介をはじ

めとした特集記事を６件、お知らせ記事

を 38 件掲載した。 

継続 

（105）報道機関

を活用した情

報の提供 

 

（広報課） 

新聞社等の報道機関に対して、

区の障害者施策や障害者施設に

関する情報を提供する。 

障害者週間記念事業を事前報道するとと

もに、事業実施当日、取材し報道しホーム

ページに掲載した。 

継続 

（106）啓発パン

フ レ ッ ト の

作成 

（障害福祉課） 

障害をもつ人に対する理解を

促進するため、パンフレットや小

冊子等を作成し、活用する。 

障害者福祉のしおり 21・22 年度版を継

続配布し、情報の提供に努めた。 
継続 

（107）施設見学

会の実施 

 

（障害福祉課） 

区民等を対象に、障害者施設の

見学及び説明を行い、障害をもつ

人や障害者施策等に対する理解

を深める。 

見学依頼に応じ障害者福祉施設の見学

を行った。 
継続 

（108）障害者団

体と区長との

懇談会の開催 

（障害福祉課） 

障害者団体と区長との懇談の

場を設け、障害をもつ人の実態及

び要望等を把握し、区政に反映す

る。  

１ 開催数   1 回 

２ 参加団体 19 団体 

３ 参加者数 130 人 

継続 

（109）障害者関

係団体連絡打

合会の開催  

（障害福祉課） 

障害に係わる問題について障

害者団体等への情報提供と意見

交換を行い、区政に反映する。 

開催数  6 回 継続 

 



４６ページ 

 

☆障害をもつ人を理解するための学習機会の充実 

 
 

☆福祉教育の推進 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（112）教員研修

の充実 

 

（教育指導課･めぐろ

学校サポートセンタ

ー） 

人権尊重教育・特別支援教育を

推進するため、教員に対する研修

等を充実させる。   

１ 課題別研修会 

人権尊重教育研修会 

３回 79 名参加 

特別支援教育研修会 

9 回 319 名参加 

２ 職層研修会 

（校園長、副校園長、初任者研修会） 

3 回 93 名参加 

３ 校内研修 

  各学校・園で実施 

研修の充実を図った。 

継続 

（113）福祉教育

の充実 

 

（教育指導課） 

福祉教育の目的、内容を明確に

して、教育課程の中に位置づけて

実施する。また、関係諸機関と連

携して福祉教育の推進体制を確立

する。 

高齢者や障害者との交流活動を特別活

動や総合的な学習の時間を活用して実

施した。 

充実 

(114)交流教育の

推進 

 

（教育指導課) 

各種連合行事における特別支援

学級児童・生徒の参加、交流を図

る。(連合音楽鑑賞教室･連合音楽

会、連合体育大会＜中学校＞等）

また、各教科、領域、その他の

教育活動における交流の充実を図

る。 

１ 連合音楽鑑賞教室・音楽会・体育

大会及び特別支援学級連合運動会へ

の参加、交流を図った。 

２ 目黒区福祉協議会と連携した車椅

子体験等、福祉体験学習の推進を行

った。 

３ 各学級で児童・生徒の実態に合わ

せ、通常の学級との交流及び共同学

習を実施した。 

充実 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（110）施設での

福 祉 学 習 の

実施 

 

（障害福祉課） 

障害福祉施設が拠点となって、

地域住民等を対象に施設への理解

を促すとともに、福祉学習の場と

して会場の提供、職員の協力等を

行う。 

障害者への理解を深めるため、区立福

祉工房等で中高校生の施設体験を実施

した。 

継続 

（111）精神保健

講演会の開催 

（保健予防課･碑文

谷保健センター） 

精神保健に関する講演会を開催

し、区民に啓発・理解の促進を図

る。 

精神保健講演会 

１開催回数  8 回 

２参加人数 249 人 

継続 



４７ページ 

 

 

☆交流機会の充実 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（115）障害者週

間記念事業の実

施 

（障害福祉課） 

障害者週間（12 月 3 日～12 月 9 日）

を記念して、理解促進・交流を目的とし

た事業を開催する。  

12 月 5 日 

パーシモンホールにて開催、 

参加者 800 人 

継続 

（116）福祉施設、

関係団体間の交

流の促進 

（障害福祉課） 

障害者施設、関係団体相互の交流を促

進し、障害に対する理解を深め、障害を

もつ人の社会参加や地域活動を支援す

る。 

障害者施設、関係団体間等の相互

交流を促進した。 
継続 

（117） 地域にお

ける交流機会の

促進 

（障害福祉課・関係各

課） 

地域における各種行事や施設のまつり

等を通じて、障害をもつ人ともたない人

が相互に理解し交流できるよう、交流機

会の促進を図る。 

地域における行事や各施設のま

つり等と通じ、地域との交流を深

めた。 

継続 

 

 

３  地 域 に お け る 支 え 合 い  

障害をもつ人が地域の人と共生できるための仕組みを推進していきます。 

 

 

☆人材の養成・確保 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（118）保健福祉

従事者の確保 

（住宅課） 

保健福祉業務に携わる人材を確保する

ために福祉施設等従事者用住宅の供給を

行う。 

住宅供給（区民住宅） ２戸 継続 

（119）介護従事

者の養成支援 

 

（高齢福祉課） 

ホームヘルプに従事することを希望す

る者等で、民間の養成講習で介護保険法

施行令第３条第１項第２号に掲げる研修

の２級課程を終了した者に対し、研修費

の一部を補助することで人材の養成を図

る。 

講習補助人数 23 人 継続 

 

 



４８ページ 

 

 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（ 120 ） 手 話 通 訳

者・要約筆記者の

養成 

（障害福祉課） 

手話通訳・要約筆記の技能を修得し、

聴覚障害をもつ人へ援助活動を行える

ように講習会等を実施する。 

手話通訳養成講座開催 

目黒区登録手話通訳者 28 人 
充実 

（121）移動支援・

コミュニケーシ

ョン支援体制の

整備 

 

（障害福祉課） 

 

移動支援やコミュニケーション支援

体制を整備するため、サービス等を担

う人材の養成等に取り組む。 

１ 基準該当事業所  

現任研修１回 

２ 民間事業所主催養成研修 

補助 1 回 

３ 研修実施事業所補助  

延べ３件 

継続 

（122） 地域の見守

り・支え合い仕組

みづくり 

（障害福祉課） 

地域の見守り・支え合いなどの担い

手、サポーターなどの人材の育成、仕

組みづくりについて検討する。 
（計画に新たに 

     取り入れた事業） 
検討 

 

☆ボランティア活動の推進 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（123）ボランティ

アの育成 

 

（八雲中央図書館） 

音訳・点訳・布のおもちゃ作成のボ

ランティア養成講座を開設する。 

図書館で貸出しする資料を作成する

ボランティアの育成に努め、障害に対

する理解を深めるための機会を提供す

る。 

ボランティア講習会 

１ 開催   12 回 

２ 参加者  235 人 

継続 

（124）ボランティ

ア活動について

学ぶ機会の充実 

 

（生涯学習課） 

手話・朗読・介助等のボランティア

活動について、知識の習得及び障害を

もつ人に対する理解を深めるための学

習機会を提供する。 

実績なし 継続 

（125）ボランティ

ア活動体験の機

会提供 

（障害福祉課） 

手話・朗読・介助等の技術習得者に

対し、ボランティア活動体験の場を提

供し、技術向上に役立てる。 

各障害者福祉施設でボランティ

アの受入れを行った。 
継続 

（126）障害者・障

害者団体による

ボランティア活

動の推進 

（障害福祉課） 

障害をもつ人及び障害者団体が、自

らボランティア活動ができるよう、必

要な条件整備を行う。 

（ボランティア情報の提供、ボランテ

ィアセンターとの連絡調整） 

随時、社会福祉協議会等のボラ

ンティア情報を提供した。 
充実 



４９ページ 

 

 

４  地 域 に お け る 安 定 し た 住 ま い の 確 保  

障害をもつ人が地域で自立して生活を続けるために、障害の程度や状態に合わせ

た多様な住宅の整備を図ります。 

 

☆住宅の整備・改善 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（127）障害者向

け住宅の確保 

（障害福祉課・住宅

課） 

住宅に困窮している障害をも

つ人に対し、区営住宅内での住宅

を確保する。 

１ 身体障害者用住宅 

田道ハイム  

２ 障害者向け住宅（区営住宅） 

（うち車いす対応型 3 戸） 

継続 

（128）公募にお

ける抽選の優遇 

（住宅課） 

区営住宅の公募の際に、優遇抽

選など障害をもつ人が入居し易

い条件で実施する。 

公募の際に 

５～７倍の優遇抽選を実施 
継続 

（129）住宅設備

改善費給付事業

の拡充 

（障害福祉課） 

住宅における日常生活を容易

にするため、浴室・トイレ等の改

善費を給付する。 

１ 中規模改修   3 件 

２ 屋内移動設備  1 件 

３ 小規模改修   3 件 

継続 

 

 

 

☆グループホーム・ケアホーム等の充実 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（130）グループ

ホーム・ケアホ

ームの整備 

（障害福祉課） 

日常生活の援助・支援を行うグ

ループホーム・ケアホームについ

て、民間活力等を活用して整備す

る。 

民間事業者による 

新規ケアホームの整備 

23 年 4 月開設 定員 7 名 

充実 

共同生活 

援助 

共同生活 

介護 

（131）グループ

ホーム・ケアホ

ームへの援助 

（障害福祉課） 

民間のグループホーム・ケアホ

ームに対し援助を行う。 
10 か所 定員 44 人 

継続 

共同生活 

援助 

共同生活 

介護 
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事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（132）グループ

ホーム・ケアホ

ーム入居者の

支援 

（障害福祉課） 

 グループホーム・ケアホームの入居

者に対して家賃の一部を補助する。 

（計画に新たに 

取り入れた事業） 
実施 

（133）身体・知

的障害者入所

施設の確保 

 

（障害福祉課） 

知的障害をもつ人や常時介護を必

要とする 重度の身体障害をもつ人

が、住み慣れた地域で生活が続けられ

るように、社会福祉法人等の施設整備

計画を助成し、区の入所施設枠を確保

する。 

 

知的障害者分 ４床 

身体障害者分 ４床 

継続 

施設入所 

支援 

（134）重度障害

者のための施

設の運営 

（障害福祉課） 

重度の障害をもつ人に生活の場を

提供し、日常生活の援護・支援を行う。

あじさいホーム 

（東が丘障害福祉施設） 

入居者（重度）7 人 

継続 

福祉ホーム

事業 

 

☆居住継続の支援 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標 

平成 

24～26 

（135）住宅あっ

せん制度の実

施 

（住宅課） 

区内に居住することを希望しなが

ら自ら住宅を探すことが困難な障害

者世帯に対し、東京都宅地建物取引業

協会目黒区支部の協力を得て、民間賃

貸住宅をあっせんする。 

民間賃貸住宅あっせん・転居決

定 障害者世帯 2 世帯 
継続 

（136）家賃助成

による支援 

 

（住宅課） 

区内の民間賃貸住宅に居住してい

る障害者世帯に対して、住み慣れた地

域で安心して住み続けられるよう、家

賃の一部を助成する。 

１高齢者世帯等住み替え家賃

助成 障害者世帯 16 世帯 

２高齢者世帯等居住継続家賃

助成 障害者世帯 39 世帯 

 

継続 

 

（137）居住保証

及び支援制度

の実施 

 

（住宅課） 

民間賃貸住宅あっせんによる転居

者などを対象に、次の支援を行う。 

１  住戸に安全機器を設置する。 

２  賃貸借契約時に保証人がいない

場合に、区が滞納家賃６か月分まで

の保証と住宅総合保険加入による

保証を行う。 

平成 22 年度は新規決定なし 継続 
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５  災 害 時 要 援 護 者 の 支 援   

障害をもつ人が地域で安心して生活を送るため、緊急時・災害時への対応として

障害者自身の防災意識を高めながら、緊急通報体制の整備や障害別防災マニュアル

の整備を図ります。  

 

☆緊急時通報体制の整備  

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（138）緊急通報

システムの実

施 

（障害福祉課） 

ひとり暮らし等の重度障害をも

つ人に対し、家庭での事故や急病

等の緊急事態に備えて緊急通報シ

ステムを実施する。 

設置数 22 台 継続 

（139）緊急通報

用ファックス

の活用 

（障害福祉課） 

聴覚・音声・言語機能に障害を

もつ人への緊急時の連絡のため、

警視庁・消防署に設置されている

ファックスの利用普及を図る。 

案内文と通報カードを窓口で配布し、普

及を図った。 
継続 

 

 

☆救助・救援体制の整備 

事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（140）災害時要

援護者の安全

対策に係る検

討会の設置 

 

（防災課・障害福祉

課） 

災害時の要援護者に対する具体

的な安全対策のあり方を明らかに

するために、警察・消防・地域団

体・障害者団体・区の関係課等を

構成メンバーとした検討会を設置

する。 

検討結果を災害時要援護者の安

全対策に反映させていく。 

１ 災害時要援護者支援体制づくりを

進めていくモデル地区を選定した。 

２ 住区住民会議関係者、同住区の各町

会長・副会長及び防災部長・副部長並

びに民生委員に対し災害時要援護者

支援体制の必要性等基本的な事柄に

ついて、（財）市民防災研究所から講

師を招き、防災研修会を開催した。 

充実 

（141）啓発・広

報活動の実施 

 

（防災課・障害福祉 

課） 

さまざまな機会をとらえ、障害

をもつ人に対し防災に関する情報

を積極的に提供する。 

また、災害時の障害者対策につ

いて、区民のなかで相互理解が得

られるよう啓発・広報活動を実施

する。 

１ 総合防災訓練（目黒中央中学校）に

聴覚障害者団体が参加した。 

２ 障害者団体連絡打合せ会において、

随時防災に関する情報を提供した。 

３ 必要に応じて防災課長が出席し障

害者団体への啓発活動を行った。 

継続 
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事業名 事業内容 平成 22 年度実績 

計画目標

平成 

24～26

（142）防災関連

機関との連携

強化 

（障害福祉課・防災 

課） 

障害をもつ人等の避難救援体制

を確立するため、消防署等の防災

関係機関との連携を強化する。 

東京消防庁に対し、火災時の救助活動に

必要な情報の提供を行うため、介護保険

課、障害福祉課、高齢福祉課及び戸籍住

民課で保有するデータの外部提供につ

いて検討した。 

充実 

（143）障害別防

災マニュアル

の整備 

（障害福祉課・防災 

課） 

災害に備えて障害をもつ人自身

が準備しておくことや、災害が起

きた時に、どのような行動をすれ

ばよいのかを障害別にまとめた防

災行動マニュアルを整備する。 

平成 23 年度に災害時要援護者避難支援

対策のモデルケース実施に向け、健康福

祉計画課と検討を行った。 

検討 

実施 

（144）福祉避難

所の整備促進 

（障害福祉課・防災 

課） 

災害が起きた時、避難した障害

をもつ人が障害特性に合った配慮

を受けられるよう、福祉避難所の

整備を促進する。 

平成 23 年度に災害時要援護者避難支援

対策のモデルケース実施に向け、福祉避

難所についても健康福祉計画課と検討

を行った。 

検討 

（145）福祉施設

における避難

所機能の整備 

（障害福祉課・防災 

課） 

補完避難所に指定されている福

祉工房等の福祉施設について、災

害時の要援護者の支援方策を具体

的に検討していく。 

（計画に新たに取り入れた事業） 検討 

 

 


